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１ 背 景 

 

本市の財政状況は、人口の減少や高齢化、市町村合併に伴う国の財政支援措置の終了により、歳入面

においては市税の減少とともに、普通交付税の合併算定替が段階的に縮小していくなど、一般財源の確

保が困難な状況にあります。 

一方、歳出面においては、合併以降、高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の増加や、これまでに実

施してきました合併特例債を活用した事業などによる公債費の増加に加え、公共施設マネジメント計画

に基づく公共施設の統廃合や長寿命化の推進といった課題にも対応していかなければならず、厳しい財

政運営となることが予想されます。 

こうした状況から、持続可能な行政経営を行っていくためには、歳入に見合った歳出構造とする財政

基盤を確立していく必要があります。 

 

 

２ 策定目的 

 

 総合計画の実現や持続的な行政経営を進めるにあたり、長期的な視点に立った収支見通しを策定し、

財政上の指針として活用するものです。 

 

 

３ 収支見通しの位置づけ 

 

 長期財政の収支見通しについては、職員・議会・市民との間で認識の共有化を図りながら、総合計画

を財政的視点から補完することにより、計画の実効性を高め、次期総合計画の策定における財政上の参

考とします。 

 

 

４ 推計期間 

 

 平成３０年度から平成４２年度までの１３年間（第３次日光市総合計画前期基本計画期間終了まで） 

 

 

５ 推計の前提条件 

 

（１）現行制度及び現時点で判明している制度改正等を踏まえ推計 

（２）平成３１年１０月からの消費税引き上げを見込み推計 

（３）平成２７年８月に策定した「日光市人口ビジョン」において推計した将来人口を踏まえ推計 
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６ 歳入・歳出の推計方法 

 

 長期財政の収支見通しについては、平成２９年度の決算を踏まえ、次の表のとおり歳入・歳出それぞ

れの項目ごとに推計しました。 

 

【歳入】 

 

項  目 推  計  方  法 

市          税 人口推計等を考慮しながら、税目ごとに過去の実績や平成29年度決算額をベースに推計 

地方譲与税及び交付金 ・地方消費税交付金については、消費税引き上げに伴う影響などを反映 

・自動車取得税交付金については、自動車取得税が平成31年10月の消費税10％への引き上

げに伴い廃止されるものとして推計  

・地方譲与税、その他の交付金等については、現行制度が継続されるものとして、平成29

年度決算額及び平成30年度地方財政計画をベースに推計 

地 方 交 付 税 □普通交付税 

・現行の交付税制度により、平成30年度算定額をベースに推計 

 ・合併算定替えによる特例加算措置が段階的に縮減し、平成33年度には終了することを

考慮 

 ・基準財政需要額においては、個別、包括的算定経費分について平成30年度の算定額を

ベースに微減で推移するものとし、事業費補正（公債費分）は、合併特例債、臨時財

政対策債について積み上げにより推計 

 ・基準財政収入額においては、市税等に連動して推計 

□特別交付税 

 ・平成29年度決算額をベースに、救急告示病院支援分を見込み、32年度までは横ばいで

推移し、平成33年度以降は耐震改修事業や定住自立圏支援措置終了による減額分を加

味して推計 

分担金及び負担金 これまでの実績をベースに平成30年度決算見込額で今後推移するものと推計 

使用料及び手数料 ・使用料については、平成29年度決算額をベースに平成31年10月からの消費税引き上げに

伴う増加を反映して推計 

・手数料については、平成29年度決算額をベースに平成３０年度からの家庭ごみ有料化等

を加味して推計 

国 ・ 県 支 出 金 ・扶助費相当分については歳出の増減に合わせ推計 

・普通建設事業分については歳出の事業費に合わせ推計 

財   産   収   入 ・これまでの実績をベースに平成30年度決算見込額で今後推移するものと推計 

寄     附     金 ・臨時の収入を除き、これまでの実績をベースに平成30年度決算見込額で今後推移するも

のと推計 

繰     入     金 ・財政調整基金繰入金・・・各年度における財源調整として計上 

・減債基金繰入金・・・・・公債費償還の財源として計上 

・合併振興基金繰入金・・・公共施設マネジメント計画に基づく公共施設の統廃合や長寿

命化事業の財源として計上 
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諸     収     入 ・これまでの平均的な実績額をベースに各年度における臨時収入を見込み推計 

市          債 ・現行制度を前提に最新の事業計画に基づき推計 

・臨時財政対策債は平成30年度算定額をベースで推移するものとして推計 

 

 

 

【歳出】 

 

項  目 推  計  方  法 

人     件     費 ・平成32年度の会計年度任用職員制度導入や第２次職員定員適正化計画に基づく職員数削

減による影響を反映 

物     件     費 ・財政健全化に向けた歳出の削減や公共施設マネジメント計画に基づく公共施設の統廃合

による影響並びに消費税の引き上げによる影響を反映 

維  持  補  修  費 ・これまでの実績をベースに公共施設マネジメント計画に基づく公共施設の長寿命化事業

などを見込み推計 

扶     助     費 ・過去の実績をベースに老年人口がピークを迎える平成32年度まで増加し、その後は減少

する見込みで推計 

補   助   費   等 ・これまでの実績をベースに、財政健全化に向けた歳出の削減を見込み推計（なお、救急

告示病院支援分としての助成金を平成31年度から見込む。） 

公     債     費 ・今後の市債発行見込額を積み上げて推計（借入利率については現行の借入利率で推計） 

積     立     金 ・臨時の収入による積立を除き、平均的な金額での見込額で推計 

投資及び出資金、貸付金 ・これまでの実績をベースに平成30年度決算見込額程度で今後も推移するものとして推計 

繰     出     金 ・各特別会計における公債費の償還状況や事業費の見込額を勘案して推計 

建  設  事  業  費 ・平成34年度まで・・・・・・・想定される建設事業を盛り込み事業費を推計 

・平成35～37年度まで・・・・・事業費30億程度の一定規模を確保 

・平成38～42年度まで・・・・・事業費25億程度の一定規模を確保 
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７ 財政シミュレーション 

 

平成３８年度までの形式収支は、財政調整基金や減債基金、合併振興基金の取り崩しにより黒字とな

るものの、年々その額は減少し、平成３９年度には収支が逆転し、平成４２年度までの累積収支不足額

は約１７億円となる見込みです。 

  

 

 

 

長期財政収支見通し 

【歳入】 （単位：百万円）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

市税 13,334 13,534 13,473 13,438 13,391 13,323 13,286 13,192 13,115 13,019 12,912 12,816 12,730 12,630 12,530

地方譲与税 413 411 426 417 409 401 393 385 377 369 363 355 348 341 334

利子割交付金 8 14 10 10 10 9 9 9 9 9 9 8 8 8 8

配当割交付金 29 43 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32

株式等譲渡所得割交付金 17 46 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48

地方消費税交付金 1,531 1,582 1,603 1,819 2,052 2,029 2,007 1,985 1,963 1,941 1,920 1,899 1,878 1,857 1,837

ゴルフ場利用税交付金 77 78 75 72 69 66 64 61 59 56 54 52 50 48 46

自動車取得税交付金 98 114 159 110 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方特例交付金 34 36 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42

地方交付税 9,920 9,683 9,312 9,554 9,669 9,756 9,745 9,751 9,575 9,420 9,324 9,235 9,107 8,901 8,760

交通安全対策特別交付金 10 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

分担金及び負担金 192 185 172 172 172 172 172 172 172 172 172 172 172 172 172

使用料 589 582 605 610 615 615 615 615 615 615 615 615 615 615 615

手数料 162 200 410 410 410 410 410 410 410 410 410 410 410 410 410

国庫支出金 4,734 4,585 4,592 4,232 4,483 4,343 4,235 4,228 4,221 4,203 4,106 4,093 4,080 4,066 4,053

県支出金 3,032 2,771 2,921 2,769 2,782 2,778 2,775 2,771 2,767 2,750 2,744 2,737 2,730 2,724 2,717

財産収入 166 150 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122

寄附金 122 106 580 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80

繰入金 698 703 1,096 826 867 1,420 1,420 1,342 1,343 1,320 852 236 170 170 170

繰越金 2,117 1,790 1,631 1,173 923 519 459 370 238 150 106 41 0 0 0

諸収入 1,701 1,653 1,879 1,979 1,779 1,779 1,759 1,759 1,759 1,759 1,759 1,759 1,759 1,759 1,759

地方債 5,702 8,213 8,828 4,902 5,257 5,193 3,818 2,854 2,854 2,854 2,577 2,577 2,577 2,577 2,577

歳入合計 44,686 46,488 48,025 42,826 43,221 43,146 41,500 40,237 39,810 39,380 38,256 37,338 36,967 36,611 36,321

区　　分
第２次日光市総合計画　前期基本計画期間 第２次日光市総合計画　後期基本計画期間 第３次日光市総合計画　前期基本計画期間
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歳入・歳出の見通し

歳入 歳出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【歳　出】 （単位：百万円）

区　　分 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

人 件 費 8,369 8,163 8,095 8,035 8,175 8,125 8,075 8,025 7,975 7,925 7,875 7,825 7,775 7,725 7,675

扶 助 費 6,979 7,013 6,838 6,882 6,925 6,899 6,872 6,845 6,819 6,793 6,754 6,717 6,679 6,641 6,604

公 債 費 4,956 5,067 5,265 5,689 5,840 6,082 6,261 6,286 6,094 5,856 5,641 5,502 5,337 4,879 4,528

物 件 費 6,591 6,760 6,907 6,870 6,865 6,745 6,705 6,735 6,695 6,655 6,605 6,565 6,525 6,485 6,445

維 持 補 修 費 566 712 652 760 760 800 790 780 770 760 600 595 590 585 580

補 助 費 等 2,719 2,496 2,276 2,319 2,259 2,189 2,109 2,093 2,084 2,074 2,065 2,056 2,046 2,037 2,028

繰 出 金 4,222 4,225 4,385 4,436 4,468 4,416 4,404 4,392 4,380 4,368 4,352 4,330 4,313 4,297 4,280

積 立 金 175 154 683 382 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130

投資・出資・貸付金 1,625 1,774 1,689 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663 1,663

普通建設事業費 6,695 8,493 10,062 4,867 5,617 5,638 4,121 3,050 3,050 3,050 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

歳 出 合 計 42,896 44,857 46,852 41,903 42,702 42,687 41,130 39,999 39,660 39,274 38,215 37,913 37,588 36,972 36,463

（億円） 

【収支】 （単位：百万円）

区分 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

形式収支 1,790 1,631 1,173 923 519 459 370 238 150 106 41 △ 575 △ 621 △ 361 △ 142

収支不足累計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 575 △ 1,196 △ 1,557 △ 1,699
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８ 歳入の見通しにおける特徴 

 

臨時財政対策債を除いた主要な一般財源である市税及び譲与税・交付金・交付税は、平成２９年度に

おいて約２５５億円でありましたが、平成４２年度には約２３６億円となり、１９億円減少することに

なります。 

また、市債は、合併特例債の支援措置終了により普通建設事業費が縮小し、平成３５年度から３７年

度までは２９億円、平成３８年度以降は２６億円程度で推移するものと見込んでいます。 
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49 47 46 
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歳入の見通し

市税 譲与税・交付金・交付税 国・県支出金 市債 その他

（億円）

主 

要 

一 

般 

財 

源 

（単位：百万円）

区分 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

市         税 13,334 13,534 13,473 13,438 13,391 13,323 13,286 13,192 13,115 13,019 12,912 12,816 12,730 12,630 12,530
譲与税・交付金・交付税 12,137 12,016 11,716 12,113 12,340 12,392 12,349 12,322 12,114 11,926 11,801 11,680 11,522 11,286 11,116

国 ・ 県 支 出 金 7,766 7,356 7,513 7,001 7,265 7,121 7,010 6,999 6,988 6,953 6,850 6,830 6,810 6,790 6,770
市         債 5,702 8,213 8,828 4,902 5,257 5,193 3,818 2,854 2,854 2,854 2,577 2,577 2,577 2,577 2,577
そ   の   他 5,747 5,369 6,495 5,372 4,968 5,117 5,037 4,870 4,739 4,628 4,116 3,435 3,328 3,328 3,328

【歳入内訳】 
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９ 歳出の見通しにおける特徴 

 

普通建設事業費では、合併特例債の支援措置が終了となるなどの要因により、平成３５年度以降は事

業費が減少し２５億から３０億円の規模で推移します。 

また、人件費や扶助費、公債費などの義務的経費については、平成３４年度までは公債費の伸びによ

り増加しますが、平成３５年度以降は、公債費の償還が減額に転じることとなるため、減少傾向で推移

するものと見込んでいます。 

さらに、繰出金では、介護保険や後期高齢者医療事業の特別会計において、平成３２年度をピークに

老年人口が減少し、これに連動して介護給付費や医療費が減額となることから、緩やかな減少傾向で推

移するものと見込んでいます。 
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歳出の見通し

人件費 扶助費 公債費 物件費 繰出金 普通建設事業費 その他

（単位：百万円）

区分 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

人      件      費 8,369 8,163 8,095 8,035 8,175 8,125 8,075 8,025 7,975 7,925 7,875 7,825 7,775 7,725 7,675
扶      助      費 6,979 7,013 6,838 6,882 6,925 6,899 6,872 6,845 6,819 6,793 6,754 6,717 6,679 6,641 6,604
公      債      費 4,956 5,067 5,265 5,689 5,840 6,082 6,261 6,286 6,094 5,856 5,641 5,502 5,337 4,879 4,528
物      件      費 6,591 6,760 6,907 6,870 6,865 6,745 6,705 6,735 6,695 6,655 6,605 6,565 6,525 6,485 6,445
繰      出      金 4,222 4,225 4,385 4,436 4,468 4,416 4,404 4,392 4,380 4,368 4,352 4,330 4,313 4,297 4,280
普通建設事業費 6,695 8,493 10,062 4,867 5,617 5,638 4,121 3,050 3,050 3,050 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530
そ      の      他 5,084 5,136 5,300 5,124 4,812 4,782 4,692 4,666 4,647 4,627 4,458 4,444 4,429 4,415 4,401

【歳出内訳】 

（億円） 

義 

務 

的 

経 

費 
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１０ 主な基金残高の推移 

 

財政調整基金や減債基金は、今後も収支不足などを補うために取崩しを進めた場合、平成３８年度に

は枯渇する見通しで、財源調整ができなくなることが懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収 

支 

不 

足 

額 

累 

計 

基 
 

 

金 
 

 

残 
 

 

高 

（単位：百万円）

区分 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

財政調整基金残高 4,062 3,762 3,362 2,962 2,562 2,062 1,562 1,062 562 62
減債基金残高 1,169 1,169 1,169 1,169 1,169 969 769 569 369 169

合併振興基金残高 3,452 3,358 3,266 3,016 2,766 2,316 1,866 1,416 966 516 66

収支不足累計 △ 575 △ 1,196 △ 1,557 △ 1,699

【主な基金の残高と収支不足】

高内訳】 
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H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

主な基金の残高と収支不足

財政調整基金残高 減債基金残高 合併振興基金残高 収支不足累計

（億円） （億円） 
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１１ 市債残高の推移 

 

 長期財政見通しでの市債発行額を踏まえた今後の市債残高の見込みは、平成３０年度をピークに逓減

していくものと見込まれます。 
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H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

市債残高の見通し

臨財債残高 合併特例債残高 通常債残高

（億円） 

（単位：百万円）

区分 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

　臨財債残高 20,422 20,681 20,724 20,643 20,462 20,251 20,007 19,774 19,630 19,487 19,320 19,190 19,112 19,115 19,166
　合併特例債残高 19,870 22,304 26,321 26,251 25,183 22,934 20,602 18,277 16,089 14,159 12,332 10,655 9,146 7,866 6,772

　通常債残高 14,593 15,430 15,272 14,908 15,481 15,145 14,641 14,068 13,436 12,763 11,936 11,093 10,220 9,485 8,850

市債残高計 54,885 58,415 62,317 61,802 61,126 58,330 55,250 52,119 49,155 46,409 43,588 40,938 38,478 36,466 34,788

【市債残高内訳】 
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１２ 今後の財政運営の基本的な考え方 

 

今後の財政運営にあたっては、市民の方に市の財政状況を知っていただくとともに、市政への関心・

理解を深めてもらうことが重要となります。 

そのためには、『強い日光創り』に向けた取組を推進しながら、財政運営の透明性の確保に努めていく

必要があります。 

 

【強い日光創りに向けた取組事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）歳入の確保 

① 徴収率・収納率の向上 

② 受益者負担の適正化 

③ 未利用財産の処分及び利活用 

④ 新たな財源の確保 

⑤ 財政調整基金の恒常的な取崩し抑制と一定規模の残高の確保 

 

（２）歳出の抑制 

①職員人件費の抑制 

②経常経費の総額抑制 

③補助金の整理合理化 

④特別会計繰出金の適正化 

⑤市単独建設事業（インフラ整備）の総量圧縮 

⑥公共施設マネジメント計画の早期実現 

⑦既存事業の廃止・統廃合を含めた整理 

⑧新規事業創設の際の財源確保 

（既存事業の廃止・縮小、または新たな歳入確保により実施） 

 

（３）その他 

①わかりやすい財政状況の提供 

②市債残高の圧縮（償還元金ベースでのプライマリーバランス） 
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